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いってよい（Marshall[1920]、ｐ．269～270、邦訳第 2 分冊、197～199 頁）。マーシャルは経済


























































－ 35 － 
がその始まりで、日本で最初にカトラリーの生産を開始したのが大正 4年（1915）、同社がその












けることになる。表－2 は 1976 年から 1999 年までのおおよそ四半世紀の事業所数の推移を示
すものである。金属洋食器の事業所数は 1985 年の 401 か所から 5 年間で 71 か所も減少し、95
年から 5 年間でまた 60 か所減少している。95 年以降の減少は金属洋食器の生産が中国に移管
し、中国との競合関係のなかで生じていると考えられる1。ともあれ、この四半世紀の間に金属
洋食器の事業所は半減し、その仕上げ工程を担う金属研磨の事業所も 1326 か所から 729 か所に
半数近くに減少し、金属洋食器が燕の基軸産業の位置を占められなくなったことを示している。 
金属洋食器の事業所数の落ち込みを補う形で、金属器物(金属ハウスウェア)の事業所数が
1976 年の 259 か所からピークの 1995 年には 420 か所にこの 20 年で 161 も事業所が増大してい
る。金属器物産業の発展にはいくつかの要素がある。中小企業研究センター[2001]によれば、










－ 36 － 
が形成されるようになったのである。 
しかし、2000 年以降、その金属ハウスウェア産業も停滞する。表－3 に示されているように、
2000 年から 2003 年にかけて、同産業においては 416 か所から 365 か所に 51 もの事業所が減少
し、金属洋食器の事業所数の減少幅を上まっている。製造品出荷額でみると同期間に 4,706 千
万円から 3,746 千万円に 960 千万円減少している。（表－４）。従業者数では 2000 年から 2003
年にかけて金属ハウスウェア産業では 507 人が減少し、減少数の絶対規模では最大の落ち込み
を示している。表－３、４、５は 2004 年以降従業者 4 人以上の事業所を対象としているので、
それ以前とそれ以降を分けてみなければならない。2004 年から 2007 年にかけても 277 人減少
し、この期間でも減少数の絶対規模では最大の落ち込みを示している(表－５)。金属器物につ







表－１ 洋食器・金属ハウスウェア・研磨企業の業態・従業者規模（1990 年） 
 洋食器 金属ハウスウェア 研磨 
従業者規模 親会社 下請企業 計 親会社 下請企業 計 下請 
合計 148 182 330 127 265 392 1,014 
１～3 人 24 140 164 21 188 209 915 
４～９人 72 41 113 49 72 121 87 
10～19 人 20 0 20 28 5 33 11 
20～29 人 20 1 21 11 0 11 1 
30～49 人 5 0 5 9 0 9 0 
50～99 人 5 0 5 7 0 7 0 
100 人～ 2 0 2 2 0 2 0 
資料：燕市商工会議所作成(1990 年事業所データ）ただし引用は中小企業研究センター[2001]、31 頁から 
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表－２ 旧燕市における主要業種別事業所数の推移 
  1976 年 1980 年 1985 年 1990 年 1995 年 1999 年 
1976 年 
→1999 年 
金属洋食器 472 444 401 330 290 230 48.7% 
利器工匠具 28 34 27 32 24 30 107.1% 
やすり 42 38 25 16 12 10 23.8% 
製缶板金 60 54 129 158 89 103 171.7% 
金属器物 259 314 371 392 420 370 142.9% 
金属彫刻 62 60 61 55 45 35 56.5% 
電気めっき 23 23 24 27 23 18 78.3% 
金属研磨等 1,326 1,228 1,123 1,014 876 729 55.0% 
農業用機械 55 49 38 42 29 24 43.6% 
金型・同部品 130 153 178 188 165 158 121.5% 
プラスチック 161 154 132 127 79 97 60.2% 




  2000 年 2001 年 2003 年 
2000 年
→2003 年
2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 
2004 年 
→2007 年 
金 属 洋 食 器 257 251 213 82.9% 73 64 61 63 86.3% 
利 器 工 匠 具 36 36 34 94.4% 15 16 15 17 113.3% 
作 業 用 工 具 27 22 21 77.8% 11 11 10 9 81.8% 
や す り 10 11 8 80.0% 4 3 3 2 50.0% 
製 缶 板 金 153 148 155 101.3% 48 43 41 39 81.3% 
金 属 器 物 416 388 365 87.7% 133 139 127 120 90.2% 
金 属 彫 刻 35 33 34 97.1% 4 3 4 3 75.0% 
電 気 め っ き 21 23 22 104.8% 13 14 14 13 100.0% 
金 属 研 磨 等 772 729 671 86.9% 41 42 34 30 73.2% 
農 業 用 機 械 36 32 32 88.9% 13 14 14 14 107.7% 
金型・同部品 191 188 181 94.8% 91 99 90 83 91.2% 
プ ラ ス チ ッ ク 111 107 65 58.6% 46 40 40 37 80.4% 
鉄 鋼 49 47 42 85.7% 27 26 24 24 88.9% 
電気機械器具 50 47 49 98.0% 31 32 32 31 100.0% 
情報通信機械 10 12 16 160.0% 12 12 10 12 100.0% 
計 2,174 2,074 1,908 87.8% 562 558 519 497 88.4% 
資料：燕市[2007]、燕市[2008]より作成 
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表－４ 主要業種別製造品出荷額等の推移（旧燕市、旧吉田町、旧分水町の合計、単位：万円） 
  2000 年 2001 年 2003 年 
2000 年
→2003 年
2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 
2004 年 
→2007 年 
金 属 洋 食 器 1,741,987 1,648,901 1,286,706 73.9% 1,014,237 943,272 929,574 1,135,755 112.0% 
利 器 工 匠 具 398,244 375,903 402,184 101.0% 398,116 400,740 422,920 539,064 135.4% 
作 業 用 工 具 343,243 331,076 293,319 85.5% 263,324 285,011 279,646 278,344 105.7% 
や す り 30,294 29,793 24,495 80.9% 21,130 16,274 12,841 X X 
製 缶 板 金 612,147 504,280 710,913 116.1% 681,110 901,276 872,781 894,658 131.4% 
金 属 器 物 4,705,755 4,504,206 3,745,709 79.6% 3,731,537 3,635,149 3,520,744 3,345,227 89.6% 
金 属 彫 刻 26,859 25,448 29,394 109.4% 15,563 11,101 14,221 X X 
電 気 め っ き 160,875 165,815 147,122 91.5% 119,422 123,641 128,243 132,387 110.9% 
金 属 研 磨 等 573,862 535,888 494,913 86.2% 276,119 262,712 247,599 170,708 61.8% 
農 業 用 機 械 290,161 330,307 304,962 105.1% 282,789 286,335 396,882 437,740 154.8% 
金型・同部品 1,184,127 1,156,403 1,102,520 93.1% 874,415 1,054,854 946,876 1,044,107 119.4% 
プ ラ ス チ ッ ク 1,541,691 1,546,144 1,311,610 85.1% 1,589,980 1,406,851 1,544,088 1,337,358 84.1% 
鉄 鋼 2,943,548 2,851,635 3,643,792 123.8% 4,066,811 4,531,648 4,884,193 5,405,288 132.9% 
電気機械器具 4,870,738 4,894,032 5,242,713 107.6% 5,397,364 5,617,638 4,904,069 5,137,114 95.2% 
情報通信機械 3,509,871 3,829,825 8,437,064 240.4% 10,210,468 6,798,125 7,407,932 8,768,581 85.9% 




  2000 年 2001 年 2003 年 
2000 年
→2003 年
2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 
2004 年 
→2007 年 
金 属 洋 食 器 1,491 1,416 1,145 76.8% 813 737 667 735 90.4% 
利 器 工 匠 具 283 277 269 95.1% 249 259 275 409 164.3% 
作 業 用 工 具 247 218 217 87.9% 196 193 206 208 106.1% 
や す り 47 49 41 87.2% 36 28 27 22 61.1% 
製 缶 板 金 606 559 803 132.5% 589 609 627 586 99.5% 
金 属 器 物 3,200 3,011 2,693 84.2% 2,261 2,176 2,109 1,984 87.7% 
金 属 彫 刻 69 64 74 107.2% 21 15 20 15 71.4% 
電 気 め っ き 187 174 168 89.8% 128 133 132 137 107.0% 
金 属 研 磨 等 1,674 1,590 1,472 87.9% 420 421 394 299 71.2% 
農 業 用 機 械 204 224 212 103.9% 179 190 239 266 148.6% 
金型・同部品 1,128 1,115 1,062 94.1% 808 932 816 858 106.2% 
プ ラ ス チ ッ ク 954 937 897 94.0% 957 876 935 802 83.8% 
鉄 鋼 808 739 683 84.5% 727 770 728 715 98.3% 
電気機械器具 1,991 1,979 1,994 100.2% 1,965 1,910 1,685 1,744 88.8% 
情報通信機械 954 984 918 96.2% 884 1,069 1,143 1,251 141.5% 
計 13,843 13,336 12,648 91.4% 10,233 10,318 10,003 10,031 98.0% 
資料：表－３と同じ 
















































2003 年の製造品出荷額は前年比 2.2 倍の 8,437 千万円を計上した。2004 年にはさらに増大し
10,210 千万円を記録し、以後ピークアウトするも、2007 年にも 8,769 千万円の水準を維持し、































ある」（ジェトロ[2007]、81 頁）。T 社が東陽理化学研究所であることは周知の事実である。 















年にはステンレス・チタニウムの超々深絞り加工技術（Extra Deep Drawing 技術）を開発した。
この加工法は油圧トランスファプレスを用い、そのことによって冷間プレス品では焼鈍工程や
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ばならない。なぜなら 2001 年の IT バブル崩壊の際に大量の在庫形成が発生した。それはブランド企業が
調達だけでなく製造までアウトソーシングするファブレス化が進展し、その対極に EMS（Electronics 
Manufacturing Service）がハブ化し、そのスポーク上に部品メーカーがグローバル企業のネットワーク上に
包摂される、こうしたネットワーク上に大量の重複発注とその一方的なキャンセルが起きたからである。
現在のグローバル資本主義の逆回転の下で発生している広東省の大量倒産もこうしたネットワーク上で起
きていると考えられる。 
